福祉サービスのための給付制度を「受給者本位」とすることについての考察
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Ⅰ．はじめに

　わが国の高齢や障害の分野における福祉サービスの制度は，介護保険制度や支援費制度のようなサービス費用の給付のための制度として再編されることになり，利用者のサービス利用過程には，現物支給の給付制度化，及びサービスの利用制度化というふたつの大きな変更がもたらされることになった．

このため，両制度の構築は，利用制度化にともなうサービス利用過程を中心に行われ，特に，サービス利用契約のための条件整備(enabling)が焦点化されてきた．一方で，現物支給の給付制度化という側面については，その給付が代理受領を中心とするものになり，実際の財とサービスの流れはほとんど変化がなかったこともあってか，相対的に注目は低かったといえるだろう．

しかし，２００３年の制度開始直後から始まったいわゆる「支援費制度の財源問題」や制度改革の２００５年を控えた介護保険制度の給付抑制策の検討と被保険者の拡大をめぐる問題は，給付をめぐるマクロとミクロの問題，すなわち，マクロのレベルでの供給の割当調整と，ミクロのレベルでの利用者への給付調整の間の対立関係に関連している(岡部 2004a)．

このような現状を踏まえ，給付制度化された福祉サービスにおいて利用者にとっての消費者主権主義(consumerism 平岡 2000)を実現するためには，利用契約のしくみの整備および事業者対利用者間における「利用者本位」（古川 1997）のみでは不充分であり，給付の提供過程にも着目した制度検討および利用者側の必要と財の供給との調整メカニズムが求められていると考える．

本論では，このような問題意識に基づき，まず，基礎構造改革における福祉サービスの利用制度化の陰に隠れていた給付制度化に着目し，「受給者としての利用者」を焦点化する「受給者本位」という提起をおこなう．

続いて，「受給者本位」の実現のための基礎的検討として，マクロとミクロの費用供給問題解決のために必要な利用者側の「必要」と政策側からの「割当」をどう調整していけばよいのかという制度的枠組を，サービス費のための給付制度に共通して必要な４つの「必要と割当の調整のための基準とメカニズム」として整理する．

最後に，現在の介護保険制度と支援費制度の調整メカニズムおよび制度の背景の分析を踏まえて，「第三者判定モデル」と「交渉決定モデル」という対照的な２つの給付調整モデルを抽出したうえで，今後の高齢者介護及び障害福祉制度の改革において「受給者本位」が前提とされるためには、現在の給付調整モデルの異同を踏まえたそれぞれの必要と割当の調整のための基準とメカニズムの構築が必要であることを論じる．

Ⅱ．サービス利用過程モデルに求められる「受給者本位」
１．福祉改革とサービス利用過程モデル
小林(2002)は,福祉サービスのシステムをその利用過程と提供過程に分けて検討するときに,その前者の変化に着目し,近年の我が国における福祉サービスシステムの政策動向として,サービスの利用において,行政の意思決定が中心となって行われる行政手続モデルから,サービス利用者の意思決定に重点がおかれる介護保険制度や支援費制度のようなサービス利用過程モデルへの移行があると指摘している.

それは,従来の措置制度に代表される行政手続モデルと異なり,「申請に対して情報提供・相談が,決定に対してサービス計画が,サービスの変更・廃止等に対してモニタリング（苦情対応を含む）や再評価が対置されており,行政の意志決定というよりも,サービス利用者の意思決定に重点が置かれている」（小林 2002:44）ことにその特徴がある.

すなわち,サービス利用過程モデルとは,サービス利用者の意思決定に重点を置くことで,利用者自身が,福祉サービスの消費者として,主体的にサービスを選択し,自らの必要(needs)を満たすことができることをめざすサービスモデルということができる.

それを政策レベルにおいて位置付けるならば，我が国における「９０年代の社会福祉を展望し,社会福祉におけるパラダイム転換を象徴する分権化と地域化をさらに一歩前進させるためには,『供給者サイドの社会福祉から利用者サイドの社会福祉へ』の転換,あるいは,社会福祉の『供給者本位』から『利用者本位』への思い切った観点の転換とそのことを前提とする供給システムの組み換えが必要である」（古川 1997：9）ということであり，こういった政策動向は，「利用者本位」ということばに集約されている．すなわち，サービス提供過程の民営化を前提とし，サービス利用過程の改革をめざす政策が利用者本位の実現を旗印としてめざされ，そしてそれは，制度としては，高齢者福祉の分野では介護保険制度，障害者福祉の分野では支援費制度というサービス利用過程モデルとして構想され,実現されてきたということになる．

しかし，福祉サービスの利用過程において,利用者の主体的な利用を前提とするということは,個人の必要に基づく利用の促進，すなわち，利用の拡大にむけたドライブを有することである．一方で，国や自治体が,民営化の推進により原則的には直接のサービス提供主体から撤退するということの基底には,８０年代の福祉改革から続き，近年の不況と財政赤字で加速した公費支出抑制を基調とする財政政策がある．

したがって，介護保険制度や支援費制度の性格が，税や社会保険という公的財源を中心とするサービス費供給システムである以上，サービス利用過程モデルへの転換とは,「行財政計画のなかに切り込んだ,逆にいえばそのなかに部分的に包摂され,取り込まれた社会福祉の自己変革」（古川1997:6）であったことが忘れられてはならないだろう．

その意味からは，真の「利用者本位」の実現が目ざされるならば，サービスの提供過程の市場基盤整備や，サービスの利用過程を利用制度化することのみならず，「給付過程」にも着目し，利用者に必要な給付を確保するためのシステム整備を図ることが必要である．

２．サービス費用の供給過程における「受給者本位」

現行のサービス利用過程モデルでは，サービスの供給そのものは，利用者と供給者，すなわち，サービス利用過程とサービス提供過程を結ぶ擬似市場(quasi-market)に委ねられている．しかし，周知のように，擬似市場とは，公からの費用の供給・民間からのサービスの購入を前提にした装置である．従って，福祉サービスの消費者として，主体的なサービス利用を可能にするためには，その事業者等のサービス供給過程の基盤整備や，契約のしくみや利用情報提供・苦情解決のしくみといったサービス利用過程の基盤整備に加えて，利用料支払いのために公からの適切な給付があることが前提となる．

いいかえれば，サービス利用過程モデルにおいて，その利用者が期待する「個人の主体的な福祉サービスの選択と利用」が担保されるためには，「福祉サービス提供においては，供給者ではなく利用者を基軸とするべし」といういわゆる利用者本位の実現だけでは不充分であり，サービス費用の供給過程においてサービス購入に必要な給付を確保するメカニズムが必要になるのである．

そこで，「福祉サービス購入に必要な給付の支給量決定の際には，給付をおこなう自治体や国の政策的／財政的事情ではなく，まず，サービスの利用者＝サービス給付の受給者の必要が基軸とされるべし」という「受給者本位」という概念が必要になる．これまで擬似市場においては，サービス利用過程やサービス供給過程の基盤整備が主たる公の役割と位置付けられてきた．しかし今後は，それらに加えて，「給付の供給主体」という公の責任と責務が明確に位置付けられ，「（サービスの）供給者本位から利用者本位へ」と同時に「（給付の）供給者本位から受給者本位へ」の実現が図られなくてはならない．

Ⅲ．必要と割当の調整のための基準とメカニズム
１．給付における割当と必要
　「受給者本位」をシステムとして構想するために，まず，ミクロの必要とマクロの財政をどう調整していけばよいのか，ということについて，検討枠組の整理をおこなっていくこととしよう．
これまでの措置制度のもとでのいわゆる「行政手続モデル」(小林 2002)においては，予算の執行と措置に基づくサービス決定は自治体という同一主体が担うものであり，そこでは，支給を予算の執行状況を勘案しながらおこなうことで，そのコントロールは，原理的には一元化されていたといえる．

しかし，サービス利用過程モデルにおいては，介護保険制度のような「保険者」１）として，あるいは支援費制度のような「援護の実施者」２）として，費用の支出を承認する主体は自治体であるが，申請・選択・契約等の際に，サービスの必要性を判断する主体は少なくとも名目上は，利用者とされることになった．従って，サービス利用過程モデルにおける支給調整は，費用を供給する主体である自治体と受給を求める主体である利用者という異なる主体の間の合意形成をより強く意識させるものとなっている．

しかし，利用者の意思決定に重みが置かれてサービス内容とサービス量が決められるということは，財源が潤沢に確保されており，支出拡大にフレキシブルなシステムとなっていれば，基本的には可能だろうが，一般的に，社会福祉の財源は無制限ではないし，わが国の現状は，むしろ厳しい抑制が基調となっているために，そう簡単なことではない．

このような「資源が必要量に対して不足しており、且つ、価格が配分機能を果たさない状況」（坂田1991:99）において用いられる資源配分の総称として，割当(rationing)という概念がある．この割当原理とは，予算決定の枠組内で配分するという概念であり，利用者個々人が，必要な給付を求めることとは、異なったベクトルにある．そして，割当論が前提とする社会サービスの政策・財政論の基本仮説とは，「必要→政策→財政」という図式ではなく，全く逆の命題，すなわち，「ある一定の財政的制約のもとで実行可能な政策が選択され，この結果社会的・政治的に承認されたものとしてのニーズが変動する図式」（坂田1991:106）である．
このような割当論に基づく「財政→政策→必要」という図式と親和性が高いのが，予算執行のイニシアティブと措置に基づくサービス決定のイニシアティブが同一主体に担われる行政手続モデルであったといえる．しかし，それが，利用者の意思決定に重点がおかれるサービス利用過程モデルへと転換され，さらに開始後の消費者主義の急速な進展が利用量の急速な拡大へと結果することで，「財政→政策→必要」に加え，再び「必要→政策→財政」という図式を強く意識することが迫られているという現状がある．

となれば，給付化された制度においては，これまでの政策側からの割当と利用者から求める必要の二者択一的な方法論を超え，あらたな「割当と必要の調整基準とメカニズム」，すなわち，ミクロの必要とマクロの財政との間の動的な調整を図るための調整基準及び調整のためのメカニズムを構築し，それをシステムにビルトインすることが求められるのではないだろうか．
以下，このような必要と割当の調整のための基準とメカニズムについて，介護保険制度及び支援費制度の実際を念頭におきながら，ミクロとマクロそれぞれのレベルにおいて，考察していくこととしたい．

２．ミクロのレベルでの基準とメカニズム

ミクロのレベルでの基準とメカニズムとは，すなわち，利用者個々人の支給量決定に関係するシステムである．まず，ミクロのレベルでの調整のための基準について，必要(need)というものの考え方に関連するところからはじめて，これを整理をしてみたい．これまで述べてきたように，サービス利用過程モデルとは，「利用者の意思決定に重点が置かれるしくみ」であるが，その「意志」が，税や社会保険などの公費を原資とする給付に結びつくためには，受給の適格性(eligibility)を示すことが前提となる．このような合意形成とはある意味で客観的な過程とならざるを得ないので，そこで給付決定のための判断基準として利用しやすいのは，利用者の単なる主観的な需要(demand)との区別がつきにくい主観的必要ではなく，客観的な必要（need）である．そして，このような客観的必要が判定される際の基準は，一般的には，「専門性（あるいは科学）」と「社会通念（あるいは良識）」とされている（武川2001:64）．
そのような意味からは，公費による給付を得るための「必要の社会的構築性」（山森1999:56-57）を確保するためには，ひとつには，受給権をエンタイトルすること，必要の客観化および受給の際の具体的な受給基準の明確化を図ることが重要となる．

ただし，そのことは，主観的必要を考慮する意味がないということではない．そこに「必要の社会的構築性とその評価の普遍的基準の可能性との緊張関係」(山森1999:57)をどう解きほぐすかが，重要かつ微妙な問題としてたちあらわれてくる．武川(2001:74-76)も強調するように，必要判定において「とりわけ重要な役割を果たすのは①専門家②官僚（行政官）③当事者という３つの主体」である以上，最終的には，「必要の判定に関しては，総合的に判断するとしかいいようがない」ものであり，それが「実際的方法」であり，「重要なことは，必要の判定を回避することではなくて，合理的な討論に対して，社会的な合意を得ることである」．

これを言い換えると，必要の判定とは，客観性を担保しつつも，当事者の納得性を前提としたものでなくてはならず，従って，必要のエンタイトルメントのための基準設定をおこない，その判断の制度化として支給決定システムを構築する際には，いたずらに判定基準をリジッドにすることを求めたり，客観性確保の名のもとに，受給者を給付決定の過程から排除するものではなく，積極的に受給者の参画が判定システムにビルドインされることが前提にされるべきである．そのためにも「判定のための基準」とは，ある程度フレキシブルなものとされ，受給者と支給者の間の「合理的な討論」のための論点整理を目的とするものであるほうが好ましいといえる．具体的には，必要の判定に際し，それを一方的に外在的・客観的なアセスメントに基づいておこなうのではなく，可能な限り，納得性のある主観的な希望や必要を説明する受給者側からのプランや資料によるプレゼンテーションで代替することで，話し合いのプロセスを中心とした受給者の主体的参画が深まり，主観的必要の反映も得られやすくなる．そこで，このようなミクロのレベルでの必要と割当の調整のための基準を「必要のエンタイトルメント（判定基準）」と整理しておくこととしよう．

加えて，このような受給過程に対する受給者参画とそこでの主観的必要の反映が，受給者の独力で可能とは限らない．そこには，行政と対等な力関係にない受給者に対する受給支援というアドボカシー(advocacy)を実現するメカニズムが存在し，充実されることが必要である（岡部2003,2004b）．いわゆる「判断能力が十分でない者」に限らず,公費受給における受給者と自治体の関係はもともと非対等であり，かつ．その人自身の必要というものが，実感を伴って第三者に理解されることは，なかなか難しいことである．その前提にたてば，受給者がそれを求める場合は，決定過程への受給者自身の参画と給付及びその支援のメカニズムに担保されて，はじめて，受給における公平性は確保されるといえる３）．そこで，これを，ミクロのレベルでの必要と割当の調整に必要なメカニズムとして，「受給過程への利用者参画と受給支援（アドボカシー）」と呼ぶこととしたい．４）
３．マクロのレベルでの基準とメカニズム
マクロレベルでの調整のための基準とは，主として財政コントロールのためのものであり，そのため第一に求められるのは，必要量の調査と計画，そして予算化である．サービスシステムの設計や維持には，将来の需要予測のための利用量調査が不可欠であることは論を待たない．また，需要予測のうち，そのシステムが利用者に与えたエンタイトルメントの当然の結果として生れた必要量については，国や自治体において数値目標を伴って計画され，さらにそこから予想される公費支出については，毎年の予算で計上されることで担保されていなければ，それが適切に供給されることは困難であろう．こういったことから，マクロレベルでの必要と割当の調整のための基準とは，「根拠のある予算（必要量の調査に基づく予算）」である，といえよう．

しかし，サービスの利用について，いくら統計的な調査を行い予算化しても，執行によりコントロール可能な公共事業等とは異なり，福祉サービスの利用の総量が，さまざまなファクターにより変動する個人の利用結果の集合である限り，予測の範囲を超えた変動が起こる可能性がある．特に，新しい制度開始直後においては，その振幅は大きいのが通常である．一方で，潤沢すぎる予算を組むことも，また,補正予算等も, そのための手続や要件等を考えると常時可能な現実的手段とはいえない場合が多く，また，財政の地域格差等により，現実に遂行困難な場合もある．福祉サービス利用のための給付という特性を考慮すれば，必要量の調査と計画，そして予算化という基準化を通じて実効性のある必要と割当の調整を実現するためには，計測された必要や予算が，実際に執行できうるようにある程度自動的に調整するメカニズムがシステムに組み込まれていたほうがよい．そこに，マクロレベルでの必要と割当の調整メカニズムとしての「必要量の変動に対する調整（地域／時間軸）必要量の変動に対する調整（地域／時間軸）」の意義がある．５）
Ⅳ．給付調整における第三者判定モデルと交渉決定モデル
１．エンタイトルメント制度と裁量（ディスクリーション）制度
現物支給の費用化及び利用制度化という点では共通する介護保険制度と支援費制度も，

マクロの財源システムは，社会保険財源と税財源という大きく異なる制度に依拠していることはよく知られ，国民負担形式に関する問題等の議論の対象となってきた．しかし，両制度におけるミクロの給付調整システムが大きく異なることについては，これまで充分に議論され，論点が提示されたとはいえない．

坂田(2003)によれば，給付決定の制度化には３通りの組み立てかたがあり，その３者とは，公的年金制度のように，明文化された資格基準に合致する場合には実施機関の裁量を入れずに自動的に給付が行われる「エンタイトルメント制度」，支援費制度のように，資格基準を明文化しないか，あるいは，抽象的な規定にしておいて，個別ケースへのサービス提供の要否を実施機関が判断するという「裁量（ディスクリーション）制度」，一定の限界内で資金の増加を認める「キャップ制度」である．そして，介護保険制度のような社会保険制度は，エンタイトルメント制度であり，支援費制度は，個別のサービス利用の判断が利用者自身に委ねられることについてはエンタイトルメント制度に近いが，支給額の決定には行政機関の裁量が入る可能性がある制度と分析し，キャップ制度については，わが国の社会保障や社会福祉には制度としては存在しないが，予算の調整を通じて実質的な上限をつける場合がある，としている(坂田2003:134-135)．

このように考えると，支援費制度においては，サービスの利用は利用者の「主体性と選択」によるとされるが，最終的な給付決定は，ケースワーカーによる行政裁量に基づき決定されるしくみであり，行政不服審査請求を行う以外には，支給決定に対する不服審査のしくみもない．また，個別支給における制度上のキャップはないが，予算上を通じた実質的なキャップは可能である６）ことからも，選択によるサービスの利用という利用者の主体性の発揮は，充分に制度的に担保されているとは言いがたい制度となっていることも否めない．

一方で，第三者による受給資格の判定を前提とする介護保険制度においては，客観化・基準化されたものについては権利性が強いといえるが，制度に明文化された資格基準の範疇に入らないものについては，利用者が自ら必要を主張することは極めて困難である．たとえば，ある程度客観的に把握できるＡＤＬを中心とし，コンピュータ処理による一次判定システムで処理しやすいように加工された「明文化された資格基準」では計測しにくいが，実際には介護を要する高齢者―たとえば，痴呆性高齢者―は，必ずしも充分な給付が得られず，あらかじめ立てられた基準以外のエンタイトルメント（権利付与）―たとえば，見守りや社会参加など―については，給付判定そのものが成立せず，加えて，二次判定のための認定審査会は医師等の専門家で構成され，ケースワーカーや利用者自身が参加することはできない．また，行政裁量は極力排除されているようにみえるが，３５万円強の給付を上限とする要介護５を超える認定が存在しないことは，マクロのレベルの予算ではなく，ミクロのレベルの要介護認定を用いて，ひとりひとりの受給に対する制度的なキャップを設けた制度，ととらえることもできる． 

２．介護保険制度における給付調整システム
介護保険制度の給付調整システムについて，支援費制度との異同に着目しながら，さらに検討をおこなってみたい．

まず，要介護認定制度は，介護保険制度と支援費制度の最も大きな相違点のひとつといえる．この要介護認定をうけることにより，サービス決定より先に受給できるサービス費用の総量が決まる．また，現行の要介護認定は、要介護５における３５万円強の給付を上限としており，利用者がそれ以上の給付を必要としても，原則的には支出することはできない．７）
このような介護保険制度の給付判定システムは，数値化された要介護度を判定する一次判定を，医師等を中心とした介護認定審査会という第三者による合議で修正するしくみであり，その特徴をまとめるならば，「抽象的・要介護度基準・第三者型」といえるだろう．

また，介護保険の利用については，例外的な減免処置を除き，利用料の一割の負担が求められ，利用者の所得等に関わらず，利用量と比例して自己負担も増える．その結果，応益負担が，利用者の所得に反比例して強く働く利用抑制＝給付抑制メカニズムとして働くことになる．

　このように，個々の利用者のサービス利用過程に着目するならば，介護保険制度における必要と割当の調整基準とメカニズムは，受給する当事者の主体性の関与が低く，割当側のコントロールが効きやすい支出抑制型のものであるととらえることができる．

一方で，ミクロのサービス利用過程を支えるマクロの財源供給に目を転じるならば，介護保険においては，国庫負担の担保が制度的に行われ，財源の地域／時間軸調整のしくみがビルトインされているという特徴をもっている．

具体的には，介護保険給付に対する法定の国庫負担は，利用の増減に完全に連動する義務的なものであり，かつ，国の調整交付金による市町村格差の是正（介護保険法１２２条），都道府県の財政安定化基金（介護保険法１４７条），市町村の市町村相互財政安定化事業（介護保険法１４８条）等による地域および時間軸の調整機構をもち，単年度の増減は，３年に一度の保険料の改定がおこなわれて解消される，というしくみとなっているのである．

以上のような検討を踏まえ，介護保険制度におけるサービス費用供給過程の特徴は，以下のように整理できる．
①　利用申請より先に要介護認定が必要である．

②　要介護認定によるサービス費用の受給量には上限がある．

③　「抽象的・要介護度基準・第三者型」の給付判定システムである．

④　給付抑制メカニズムとして応益負担がもちいられている．

⑤　財源の地域／時間軸での調整のしくみが，ビルトインされている．

総合して見ると，介護保険制度におけるサービス費用の供給過程では，マクロの財源確保については，比較的フレキシブルにおこなえるが，ミクロの給付決定過程においては、利用者の主体性の関与は乏しく，制度側からの給付コントロールが強いものとなっている，といえるだろう．

３．支援費制度における給付調整システム

では，このような介護保険制度の給付調整システムと対比し，支援費制度における給付調整システムの特徴はどのようなものとして，とらえられるのであろうか．

支援費制度には，要介護認定というしくみそのものが存在せず，利用者が，あらかじめ希望するサービス種別を決め，受給したい量のサービス費用の申請を市町村に行うという利用申請から始まる制度となっている．また，要介護認定がないので，制度で決められたサービス支給量の上限はない．

このような要介護認定制度を用いない支援費制度の給付判定は，基本的には措置制度のときからのケースワーカーと利用希望者との話し合いによる決定過程において用いられてきたものを，利用制度化に伴い，可能な範囲で標準化したといえるものであり，８項目の勘案事項と呼ばれる基準とサービス資源の有無を参照しながら，ケースワーカーが利用者と面談および観察を行い，障害の程度だけではなく，生活状況のなかでのサポートの必要性を具体的に検討し，決定するしくみとなっている．そして，このような支援費制度における給付判定プロセスには，受給する利用者自身が，具体的な自ら必要とするサービスの種類と量を決め，主体的・積極的に給付調整に関与する．介護保険制度と比較して，支援費制度の給付判定システムは，「具体的・生活支援の必要度基準・利用者参加型」と表現してもいいだろう．
加えて，サービス利用に際しての利用者負担はあるが，基本的には所得に応じた応能負担となっており，所得が少ないことによる利用抑制圧力が少ない．

このように，支援費制度のサービス費用供給過程は，受給する当事者の主体の関与が介護保険制度に比べてはるかに高く，相対的には，利用抑制メカニズムも少ないことにその特徴がある．

しかし，一方で，支援費制度では，制度全体の財源確保と調整のしくみは，介護保険制度に比べて脆弱である．

具体的には，地域福祉の重視と脱施設の流れのなかで，もっとも利用量の変動が大きく増加が予想される居宅生活支援サービスのための支援費は，国庫補助金という利用の増減はあっても，予算の上限以上は保障されない形式となっており，介護保険制度のような地域および時間軸の調整機構は存在しない．

すなわち，支援費制度では，総支給量に対する国庫の負担は，制度的には部分的（施設サービスのための施設訓練等支援費のみ）にしか保障されず，あくまで単年度ごとの予算に拘束される一般財源に基づいているため，財源の地域／時間軸調整は、行政裁量が可能な範囲に委ねられてしまうのである．

このように，支援費制度におけるサービス費用供給過程の特徴は，介護保険制度とほぼ対照的に，以下のように整理できる．
①　要介護認定制度がなく、利用者が希望を申請するとことから始まる．

②　サービス費用の受給量には制度上の上限がない．

③　「具体的・生活支援の必要度基準・利用者参加型」の給付判定システムである．

④　給付抑制メカニズムとしては働きにくい応能負担の制度となっている．

⑤　財源の地域／時間軸での調整のしくみが，ビルトインされていない．

総じていえば，支援費制度におけるサービス費用供給過程とは，ミクロの給付決定過程においては，利用者の主体性と行政裁量の関与度が高く，制度的な給付抑制メカニズムは弱いが，必要の総量に応じて割当量を調整する財源システムのフレキシブルさには乏しい制度設計となっているといえるだろう．

４．「第三者判定モデル」と「交渉決定モデル」

以上の検討から，介護保険制度と支援費制度それぞれの給付調整システムは，異なったふたつのモデルとしてとらえることができるだろう．

受給調整というものを原理的に検討するならば，その受給の適格性(eligibility)を客観的な基準で判定することに求める方向と，受給者が自らの必要を支給決定権者に訴える交渉(negotiation)，すなわち一種の政治過程に重きをおく方向性と，異なるふたつの方向がある．このような枠組でとらえてみると，サービス費用供給過程における給付決定のありかたは，介護保険制度は、要介護認定に基づく「第三者判定モデル」であり，支援費制度は、勘案事項に基づいた「交渉決定モデル」であるといえる．

そのことは，両制度がそれぞれ成立してきた前提と経緯が異なることに関連していると考えられる．介護保険制度とはそもそも，少子高齢化の急速な進展に対応して，医療制度と家族の介護機能の代替・補完システムとしての高齢者介護およびその費用供給のシステムが求められたものであった．そして，そのための新規かつ潜在的に膨大であると予想された費用の財源確保のためには，いままでの既存のインクリメンタリズム(incrementalism)の予算編成の枠にとらわれずにすむ新たな費用徴収を可能にする制度とすることは制度開始の前提条件であり，そのために社会保険というしくみが採用され８），介護保険法という全く新しい法律が作られたのである．

またこのように，その利用主体である要介護高齢者の利用に対するモチベーションに先行して政策主導でシステム創造がおこなわれたため，専門家の側からの必要の掘り起こしと利用促進を重視したケアマネジメントという仕組みの導入もまた必須であった，といえるかもしれない．

これに対して，支援費制度は，「自己決定・自己選択を尊重」を通じ「自立と社会参加を促進」９）する制度，すなわち，障害者の自律を通じ自立を目指すシステム改革として当初より構想され，一方で，費用供給のための財源は，基本的に従来のサービス提供過程に投じられていたものを基盤とすることが前提とされていた．そこで，費用供給のための新法ではなく，あくまでサービスに対する規定を主とする従来の福祉法に，費用供給の部分をパッチワークしたようなかたちで制度設計が行われていったのだと考えられる．その結果，支援費制度においては，既存の障害福祉のサービス費用供給過程はほとんどそのままで，利用過程が措置決定から利用制お度化されたものである．すなわち，支援費制度とは，介護保険制度のような新規の制度としてではなく，今までの障害福祉のシステムが，行政手続モデルからサービス利用過程モデルへのバージョンアップしたものとして捉えるのが妥当であると考える．

また，そもそも支援費制度の利用者である障害者は以前からの制度の利用者を中心としており，サービス利用過程において利用者の意思決定を重視するという制度変更は，政策側からだけでなく利用者側からの強い要望でもあった．また，新規利用者がほとんどであった高齢要介護者と比してサービス利用主体としての平均した成熟度が高く，その組織化も進んでいたため，現実にもそれは可能であったといえるだろう．逆に，支援費制度のサービス利用過程に要介護認定等を導入することは，一口に身体障害者及び知的障害者といっても，加齢に起因する特定疾病等によりもたらされたものとは比較にならぬほど広範囲の障害の様相があること，かつ，０歳から６５歳以上までのライフサイクルのひろがりがあることから，技術的にも困難であるという判断があり，それに伴って，ケアマネジメントの制度化も見送られたと考えられるのである．

５．制度改革と受給者本位
介護保険法附則２条に基づく５年に一度の制度見直しの時期を翌年に控えた２００４年初頭から，支援費制度の「財源」問題および介護保険制度の「被保険者の範囲」の問題を一挙に解決をめざす策として，介護保険と支援費制度の統合を求める政策動向が顕在化した．

最終的には，被保険者の拡大も介護保険制度と支援費制度の統合も２００５年度には見送られたが，その背景には，支援費予算に対する居宅サービス支援費を中心とした大幅な実績超過が続き，その費用増を確保することは，現在の国庫補助金の制度では困難であり，利用量の変動に応じた財源の安定化メカニズムが必要であるという社会援護局障害保健福祉部の判断と，今後の介護保険制度利用の伸びを支えるためには，費用を負担する被保険者の範囲を拡大することが不可欠であり，そのためには、受給者の範囲も若年要介護者まで拡大しなければ国民的理解を得ることは困難、という老健局介護保険課の判断が一致したことがあるのではないかと推察される．

しかし，このような問題の所在は，まさに，本論において論じてきた必要と割当の調整のための基準とメカニズム、特に「必要量の変動に対する調整（地域／時間軸）」のために必要なマクロのメカニズムに関連しており，その制度的解決は，本論で論じてきた枠組を用い，必要な論点整理が前提としておこなわれるべきであると考える．

具体的には，支援費制度においては，必要量の調査とその結果の予算化に基づく現実的な「マクロの基準」が確立していないという問題と，給付調整システムにおいて，受給者の決定過程への参画保障と受給支援が確保されていないという点で，「ミクロのメカニズム」にも問題がある．また，介護保険制度においては，利用量の変化に財源が担保されているという「マクロのメカニズム」のメリットは，必ずしも必要の社会的構築とリンクせずに，自動的に保険料の増額に結びつくというデメリットと表裏一体であるし，要介護認定という「ミクロの基準」は，痴呆高齢者や移動介護などの社会参加のアセスメントとすることは，原理的に困難であるという問題がある．

２００５年春の通常国会においては，「障害保健福祉と介護保険との統合」あるいは「介護保険制度の被保険者の拡大」は見送られ，代わって，介護保険法改正と障害者自立支援法の成立が目ざされている．しかし，そこでも，制度改革が「受給者本位」となることを求め，制度の利用者に必要な給付の供給を可能とする「必要と割当の調整のための基準とメカニズム」の実現が図られるのかどうかについての注視と検証が急務であることに変りはない．
Ⅴ．まとめ

介護保険制度や支援費制度のような現物支給を給付化した制度においては，「福祉サービス購入に必要な給付の支給量決定の際には，給付をおこなう自治体や国の政策的／財政的事情ではなく，まず，サービスの利用者＝サービス給付の受給者の必要を基軸とする」という「受給者本位」が求められる．

具体的には，ミクロとマクロのレベルにおける以下のような「必要と割当の調整のための基準とメカニズム」に留意することが必要である．
ミクロの基準・・・・・・必要のエンタイトルメント（判定基準）

ミクロのメカニズム・・・受給過程への利用者参画と受給支援（アドボカシー）

マクロの基準・・・・・・根拠のある予算（必要量の調査に基づく予算）

マクロのメカニズム・・・必要量の変動に対する調整（地域／時間軸）

このような必要と割当の調整のための基準とメカニズムの観点から検討すると，介護保険制度は，ミクロのレベルでは割当原理優位であるが，マクロのレベルでは必要原理優位となっており，一方，支援費制度は，ミクロのレベルでは必要原理優位であるが，マクロのレベルでは割当原理優位となっている．そして，このような両制度の差は，両制度における給付供給過程の制度設計の違いに規定される下記のような２つの給付調整モデルとして把握できる．
　　介護保険制度・・エンタイトルメント制度に基づく「第三者判定モデル」

　　支援費制度・・・裁量（ディスクリーション）制度に基づく「交渉決定モデル」

第三者判定モデルでは，給付判定において要介護認定のようなリジッドな基準に担保されるかたちで，給付をおこなう主体の行政官や給付をうける当事者の関与は極力排した第三者としての専門家が判断業務を担う．これに対し，交渉決定モデルでは，比較的フレキシブルな勘案事項に基づき，当事者と行政官の交渉過程を経た結果，最終的には，行政裁量で決定されるしくみである．

　以上の概念を当てはめて，現実の制度を「受給者本位」とするための論点整理は，以下のようになる．

支援費制度における給付供給過程の課題
①必要量の調査とその結果の予算化に基づく現実的な「マクロの基準」

② 受給決定過程への利用者参画と受給支援という「ミクロのメカニズム」
介護保険制度における給付供給過程の課題
① 被保険者及び財源のありかたに関連する「マクロのメカニズム」

② 痴呆高齢者や社会参加のアセスメントに関連する「ミクロの基準」

加えて，今後の給付化された福祉サービス制度の改革において，制度の利用者に必要な給付の供給を可能とする「必要と割当の調整のための基準とメカニズム」の実現が図られるのかどうかについての注視と検証及び政策提言が，残された課題として残る．
【注】

１）　介護保険法における用語．

２）　身体障害者福祉法，知的障害者福祉法，児童福祉法における用語．

３）　もっとも，この支援は，あくまで利用者の主体性を重視し，押し付けではなく，行われなくてはならないことは言うまでもない．

４）　関連して，支援費制度においては，利用者参画はあるが，受給決定において行政裁量が強く働くにも関わらず，行政不服審査請求以外の不服申立のしくみがないなどの問題も指摘しておかなくてはならないだろう．

５）　このようなメカニズムは，介護保険制度は、社会保険をベースにしており，特別会計や特定財源というような財源システムのかたちをとって担保されている．しかし，支援費制度は，一般財源に基づく税財源制度であり，このような仕組みをもたず，また，制度開始時において，各支援費サービスにおける予算の費目の整理すらおこなわれなかったので，同じ支援費でも費目が違えば予算の過不足の融通もままならないような硬直した制度設計である．
　しかし，同時にこのようなフレキシブルな財源システムゆえに，介護保険制度は，別の大きな問題を抱えている．それは，利用拡大が，３年に一度の保険料改定時に自動的に保険料の値上げに直結するいわゆる「償還払い」というしくみであり，被保険者の現実的な負担可能額との兼ね合いから，大きな問題となっている．

６）２００３年１月におきた「ヘルパー基準額（上限枠）設定問題」（岡部2004a）において，「国庫補助基準」として示されたものは，支援費制度における予算の運用基準を用いた実質的なキャップといえるだろう．

７）制度的には，一号被保険者の財源を１００％用いたいわゆる「上乗せ」の制度があるが，１号被保険者の保険料に直接的に響くので，実質的に機能させられている自治体はほとんどないようである．

８）政府・厚生省には，１９９４年ごろまでは，消費税の税率を引き上げ国民福祉税として介護保険制度の財源を賄おうとする方向性もあったが，政治的理由によりその方向性が消えたことはよく知られるところである．

９）厚生労働省障害保健福祉部発行パンフレット「支援費制度がはじまります」（2002．7．）
10）引用は,介護制度改革本部第一回会議（２００４年１月８日）当日配布資料による.
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